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平成１４年３月期  個別中間財務諸表の概要 
平成１３年１１月２６日 

 
会 社 名       東映アニメーション株式会社 登録銘柄 

コ ー ド 番 号       ４８１６ 本社所在都道府県  東京都 

本 社 所 在 地       東京都練馬区東大泉 2 丁目 10 番 5 号  

問い合わせ先 責任者役職名 専務取締役経理部担当 
 氏    名 青 木   宏 泰         ＴＥＬ（０３）３９７８－３１１１ 
中間決算取締役会開催日  平成 13 年 11 月 26 日             中間配当制度の有無     有 

  
１．平成１３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） 
(1) 経営成績                                                 （百万円未満切捨） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成１３年９月中間期 8,192 (10.6) 1,928 (13.7)  1,930 (12.0) 
平成１２年９月中間期 7,407 (58.9) 1,695 (336.2) 1,723 (334.1)  

平成１３年３月期 14,845  3,130  3,247   
 

 
中間（当期）純利益 

1 株当たり中間 
（当期）純利益 

 

  百万円  ％       円 銭 

平成１３年９月中間期 829 (△16.1) 118  44 
 

平成１２年９月中間期    988   (394.3) 164 77  
平 成 13 年 3 月 期 1,818 288  04 
(注) 1．期中平均株式数     平成 13 年 9 月中間期   7,000,000 株 

平成 12 年 9 月中間期   6,000,000 株 
平 成 13 年  3 月 期   6,312,329 株 

 平成 12 年 9 月 1 日付をもって、株式 1株を 2株とする株式分割を行なっております。 なお、平成 12 年 9
月中間期及び平成 13 年 3 月期の 1株当たり中間（当期）純利益は、株式分割が期首に行なわれたものとし
て計算しております。 

   2．会計処理の方法の変更 有 
     当中間期に、従業員に関する退職給付債務の見込額を簡便法から原則法に変更いたしました。 

また、当中間期より役員退職慰労引当金の計上を開始しております。 
      3．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率でありま
す。 

(2) 配当状況 
 1 株当たり中間配当金 1 株当たり年間配当金  

 円  銭        円 銭 

平成１３年９月中間期 ― ― 
 

平成１２年９月中間期 ― ―  
平 成 1 3 年 3 月 期 ― 12  50 
（注）平成 13 年 3 月期期末配当金の内訳  店頭公開記念配当 5 円を含んでおります。 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

平成１３年９月中間期 18,816 13,799 73.3 1,971  38 
 

平成１２年９月中間期 11,797 8,368 70.9 1,394 82  
平 成 1 3 年 3 月 期 18,179 13,469 74.1 1,924  26 
（注）期末発行済株式数     平成 13 年 9 月中間期  7,000,000 株 

平成 12 年 9 月中間期  6,000,000 株 
平 成 13 年 3 月 期 7,000,000 株 

平成 12 年 12 月 8 日付で、1,000,000 株の公募増資を実施しております。 
２．平成１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

1 株当たり年間配当金   
売上高 経常利益 当期純利益 

期末   
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 14,037 2,667 1,333 7   50 7   50 
 

(参考)  1 株当たり予想当期純利益（通期） 190 円 43 銭    

店 
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(6) 中間財務諸表等 

（1）中間貸借対照表 
             （単位：千円） 

当中間会計期間末 
（平成13年 9月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成12年 9月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成13年 3月31日現在） 
            期  別  

 
 科  目             

金 額 
構 成
比 

金 額 
構 成
比 

金 額 
構 成
比 

  ％  ％ 

（ 資 産 の 部）     
 ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

1. 現 金 及 び 預 金  6,699,629  2,331,224  6,344,245  

2. 受 取 手 形 ※4 352,748  316,320  237,988  

3. 売 掛 金  2,394,065  1,804,849  1,921,846  

4. 有 価 証 券  1,501,582  ―  1,500,750  

5. た な 卸 資 産  487,639  321,880  501,134  

6. 繰 延 税 金 資 産  158,938  67,228  158,938  

7. そ の 他 ※5 133,234  58,538  149,083  

8. 貸 倒 引 当 金  △29,888  △5,581  △22,096  

流 動 資 産 合 計  11,697,951 62.2 4,894,461 41.5 10,791,891 59.4 

Ⅱ 固 定 資 産        

1. 有 形 固 定 資 産 ※1       

(1) 建 物  527,549  387,496  442,444  

(2) 土 地  2,153,114  2,153,114  2,153,114  

(3) そ の 他  135,909  84,547  142,381  

有 形 固 定 資 産 合 計  2,816,573 15.0 2,625,158 22.3 2,737,940 15.1 

2. 無 形 固 定 資 産  32,842 0.1 16,788 0.1 23,240 0.1 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産        

(1) 投 資 有 価 証 券 ※2 3,170,984  3,468,671  3,879,384  

(2) 長 期 貸 付 金  221,680  144,041  140,611  

(3) 繰 延 税 金 資 産  334,957  169,240  56,649  

(4) そ の 他  541,472  479,141  549,833  

(5) 貸 倒 引 当 金  ―  △374  ―  

投資その他の資産合計  4,269,095 22.7 4,260,721 36.1 4,626,478 25.4 

固 定 資 産 合 計  7,118,512 37.8 6,902,668 58.5 7,387,659 40.6 

資 産 合 計  18,816,463 100.0 11,797,130 100.0 18,179,550 100.0 
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       （単位：千円） 

当中間会計期間末 
（平成13年 9月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成12年 9月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成13年 3月31日現在） 
            期  別  

 
 科  目             

金 額 
構 成
比 

金 額 
構 成
比 

金 額 
構 成
比 

  ％  ％ 

（ 負 債 の 部）     
 

％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

1. 支 払 手 形  468,022  273,973  376,711  

2. 買 掛 金  2,059,774  1,211,382  1,560,800  

3. 短 期 借 入 金  ―  20,000  ―  

4. 未 払 金  134,886  148,641  269,248  

5. 未 払 法 人 税 等  359,651  540,458  903,501  

6. 前 受 金  394,418  267,017  426,488  

7. 預 り 金  156,501  82,683  86,363  

8. 賞 与 引 当 金  120,121  119,866  117,711  

流 動 負 債 合 計  3,693,375 19.6 2,664,023 22.6 3,740,825 20.6 

Ⅱ 固 定 負 債        

1. 退 職 給 付 引 当 金  1,124,195  764,185  888,214  

2. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  126,870  ―  ―  

3. そ の 他  72,301  ―  80,662  

固 定 負 債 合 計  1,323,367 7.1 764,185 6.5 968,876 5.3 

負 債 合 計  5,016,743 26.7 3,428,208 29.1 4,709,701 25.9 

（ 資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金  2,867,575 15.2 1,167,575 9.9 2,867,575 15.8 

Ⅱ 資 本 準 備 金  3,409,575 18.1 1,067,575 9.0 3,409,575 18.8 

Ⅲ 利 益 準 備 金  94,500 0.5 82,500 0.7 82,500 0.4 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

1. 任 意 積 立 金  2,350,000  2,020,000  2,020,000  

2. 中間（当期）未処分利益  4,948,827  3,747,802  4,577,413  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  7,298,827 38.8 5,767,802 48.9 6,597,413 36.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 129,243 0.7 283,469 2.4 512,785 2.8 

資 本 合 計  13,799,720 73.3 8,368,921 70.9 13,469,848 74.1 

負 債 ・ 資 本 合 計  18,816,463 100.0 11,797,130 100.0 18,179,550 100.0 
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（2）中間損益計算書 
（単位：千円） 

 
当中間会計期間 

(自 平成13年 4月 1日
至 平成13年 9月30日

) 

 
前中間会計期間 

(自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日

) 

前 事 業 年 度 の         
要約損益計算書         

(自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

) 
            期  別  

 
 

 科  目             
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  8,192,339 100.0 7,407,985 100.0 14,845,955 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ※4 5,090,900 62.1 4,853,193 65.5 9,699,651 65.3 

売 上 総 利 益  3,101,438 37.9 2,554,791 34.5 5,146,304 34.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※4 1,172,984 14.3 858,805 11.6 2,015,690 13.6 

営 業 利 益  1,928,454 23.6 1,695,985 22.9 3,130,613 21.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 20,157 0.2 27,777 0.3 133,232 0.9 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※2 18,312 0.2 134 0.0 16,036 0.1 

経 常 利 益  1,930,298 23.6 1,723,628 23.2 3,247,809 21.9 

Ⅵ 特 別 損 失 ※3 499,043 6.1 10,000 0.1 46,000 0.3 

税引前中間(当期)純利益  1,431,255 17.5 1,713,628 23.1 3,201,809 21.6 

法人税、住民税及び事業税 ※5 602,142 7.4 725,000 9.8 1,529,084 10.3 

法 人 税 等 調 整 額 ※5 ― ― ― ― △145,515 △0.9 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  829,113 10.1 988,628 13.3 1,818,240 12.2 

前 期 繰 越 利 益  4,119,713  2,759,173  2,759,173  

中間（当期）未処分利益  4,948,827  3,747,802  4,577,413  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

1．重要な資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの…… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……  移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 
時価法 
(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製作品・仕掛品…… 個別法による原価法 
   商品・貯蔵物品…… 先入先出法による原価法 

2．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産 

     定率法（但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（付属設備を除く）は定額法）を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建 物           25年～50年 

構 築 物           15年～40年 
機 械 装 置            5年～ 8年 
工具器具備品      5年～20年 

 (2)無形固定資産 
   自社利用のソフトウェア 
     社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 
3．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について 
   は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
(2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間期の負担額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において
発生していると認められる額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 
  役員退職慰労金の支給に備えて、社内規定に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

5．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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6．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 なお、振当て処理の要件を充たしている場合には振当て処理を採用しており
ます。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段……通貨スワップ 
ヘッジ対象……予定取引、買掛金 

(3)ヘッジ方針 
社内規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 
(4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断いたしますが、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象の重要な条件が同一である場合には、有効性評価を省略しております。 
 

7．その他中間財務諸表作成のための基本となる事項 
   消費税等の会計処理 
     税抜方式を採用し、控除対象外消費税及び地方消費税は当中間期の費用として処理しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（退職給付会計） 
 退職給付債務の計算方法は、従来簡便法を採用しておりましたが、当中間期より原則法に変更いたしました。この変
更は企業年金に関する環境が整備されたためであります。 
 この変更に伴い、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、営業利益及び経常利益は30,596千円、税引前中間純利益
は328,749千円、中間純利益は188,734千円減少しております。 
 
（役員退職慰労金） 
 役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当中間期から内規に基づく期末要支給額を役
員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。この変更は、近年、役員退職慰労金設定の会計慣行が定着
化しつつあることを勘案するとともに、当期において内規が整備されたのを機として、役員の在任期間にわたって費用
配分することにより、期間損益のより適正化と財務体質の健全化を図るために行ったものであります。 
 この変更により、当中間期発生額12,580千円は販売費及び一般管理費に、過年度分相当額114,290千円は特別損失に
計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益は12,580千円、税引前
中間純利益は126,870千円、中間純利益は72,836千円減少しております。 
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注 記 事 項          

(中間貸借対照表関係         ) 
 

当中間会計期間末 
(平成13年 9月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成12年 9月30日現在) 

前事業年度末 
(平成13年 3月31日現在) 

※ 1. 有形固定資産の減価償却累計額 
509,587千円 

 

※ 1. 有形固定資産の減価償却累計額 
459,667千円 

 

※ 1. 有形固定資産の減価償却累計額 
473,168千円 

 
※ 2. 担保資産及び担保付債務 

 
 
 
－ 

※ 2. 担保資産及び担保付債務  
(1) 担保に供している資産 
 
投資有価証券   
   48,020千円 
計   48,020千円 

 
(2) 担保資産に対応する債務 
短期借入金        20,000千円
 

※ 2. 担保資産及び担保付債務 
 
 
 
－ 

 3. 保証債務 
下記子会社の金融機関からの借入に対
し、経営指導念書の差入を行っており
ます。 
㈱タバック        １３，４００千円 
 

 3. 保証債務 
 
－ 

 3. 保証債務 
下記子会社の金融機関からの借入に対
し、経営指導念書の差入を行っており
ます。 
㈱タバック        １０，１００千円 
 

※ 4. 中間期末日満期手形 
中間期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理を
しております。 
なお、当中間会計期間の末日は金融
機関の休日であったため、次の中間会
計期間末日満期手形が中間会計期末残
高に含まれております。 
受取手形          １２，３０７千円 
 

※ 4. 中間期末日満期手形   
中間期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理を
しております。 
なお、当中間会計期間の末日は金融
機関の休日であったため、次の中間会
計期間末日満期手形が中間会計期末残
高に含まれております。 
  受取手形         ２２，３１６千円 

※ 4. 期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決済処理をし
ております。 
なお、当期末日は金融機関の休日であ
ったため、次の期末日満期手形が期末
残高に含まれております。 
 
受取手形            ９，３５６千円 

※ 5. 消費税等の取扱い   
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺のうえ、金額的重要性が乏しいた
め、流動資産のその他に含めて表示し
ております。 

※ 5. 消費税等の取扱い   
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺のうえ、金額的重要性が乏しいた
め、未払金として表示しております。 

－ 

・
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(中間損益計算書関係         ) 

 

当中間会計期間 

(自 平成13年 4月 1日
至 平成13年 9月30日

) 
前中間会計期間 

(自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日

) 
前事業年度 

(自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

) 
※1. 営業外収益のうち主要なもの    
   受取利息        3,203千円
   受取配当金       14,437 
                       
 
※2. 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息                  248千円
為替差損               18,063 
 
※3. 特別損失のうち主要なもの 
 過年度退職給付引当金繰入額 298,153千円 
 過年度役員退職慰労引当金繰入額 114,290 
投資有価証券評価損  86,600 
 
 
※4. 減価償却実施額 
   有形固定資産     36,418千円
   無形固定資産           2,818    
     
※5. 当中間会計期間における税金費用
については、簡便法による税効果会
計を適用しているため、法人税等調
整額は「法人税、住民税及び事業
税」に含めて表示しております。 

※1. 営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息          1,653千円
   受取配当金       19,551 
   為替差益          5,175 
 
※2. 営業外費用のうち主要なもの 
   支払利息            134千円
 
 
※3. 特別損失のうち主要なもの 
   投資有価証券評価損   10,000千円
 
 
 
 
※4. 減価償却実施額 
   有形固定資産       25,525千円
   無形固定資産          874 
 
※5. 同左 

※1. 営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息          5,518千円
   受取配当金        30,496 
   為替差益         66,791 
 
※2. 営業外費用のうち主要なもの 
   支払利息            955千円
 
 
※3. 特別損失のうち主要なもの 
   ゴルフ会員権評価損    36,000千円
  投資有価証券評価損     10,000 
 
 
 
※4. 減価償却実施額 
   有形固定資産       58,860千円
   無形固定資産        2,701 
 
 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 39 

(リ ー ス 取 引 関 係         ) 
(単位：千円) 

当中間会計期間 

(自 平成13年 4月 1日
至 平成13年 9月30日

) 
前中間会計期間 

(自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日

) 
前事業年度 

(自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

) 
1.リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引に係る注記 
①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び当中間期末残
高相当額 

1.リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引に係る注記 
①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び当中間期末残
高相当額 

1.リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引に係る注記 
①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当
額 

 
 
 

取得価額 
 
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中  間 
期末残高 
相 当 額     

 
取得価額 
 
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中  間 
期末残高 
相 当 額     

 
 
 

取得価額 
 
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

期末残高 
 
相 当 額      

有 形 固
定 資 産 
そ の 他 

572,641 225,555 347,086 
有 形 固
定 資 産 
そ の 他 

508,623 222,140 286,482 車両運搬具 23,041 5,937 17,104 

無形固 
定資産 

 80,628   41,183  39,444 
無形固 
定資産 

 95,850   47,217  48,632 
工具器具 
及び備品 

496,100 215,615 280,484 

合 計 653,269 266,738 386,531 合 計 604,473 269,358 335,114 ソ フ ト ウ ェ ア    83,205  37,916  45,289 

        合 計 602,347 259,468 342,878 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
        １  年  内           150,761
        １  年  超           247,146
          合  計             397,908
③ 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
        支 払 リ ー ス 料              84,852
        減価償却費相当額      71,565
        支払利息相当額               6,789
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額の差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については利息法によっ
ております。 
 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
        １  年  内           131,435
        １  年  超           216,089
          合  計             347,524
③ 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
        支 払 リ ー ス 料              79,996 
        減価償却費相当額      73,298
        支払利息相当額               7,280 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
同左 
 
 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 
        １  年  内           131,875
        １  年  超           223,114
          合  計             354,990
③ 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
        支 払 リ ー ス 料             165,093 
        減価償却費相当額     151,029
        支払利息相当額              14,480 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
同左 
 
 
 
 

2.オペレーティングリース取引 
未経過リース料 
   1 年 内                   4,597 
   1 年 超                   2,673 
       合 計                7,271 

 2．オペレーティングリース取引 
未経過リース料 
   1 年 内                   4,582 
   1 年 超                   7,256 
     合 計                  11,838 

2.オペレーティングリース取引 
未経過リース料 
   1 年 内                   4,582 
   1 年 超                   4,964 
      合 計                  9,547 
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（有価証券関係） 

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。              

 

             

  （一株当たり情報） 
    中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 


